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第 1 章 緒言

長寿社会を達成した日本では，健康寿命の延伸をはかり，QOL や生きがいを維持，増進

することがさらなる課題となっている 1）．しかし，地域社会のつながりは希薄化しており，

「老々介護」や高齢者の「社会的孤立」の社会問題は今後ますます深刻化することが懸念

される．高齢者が住み慣れた地域に安心して住み続けられるためには，地域の人々の「互

助」を再構築すること 3）は喫緊の課題である．

「健康日本 21（第 2 次）」においては，「高齢者の社会参加や社会貢献の増進」が目標に

掲げられているが，現実は「介護予防」を中心に対策が進められており，「高齢者の社会参

加や社会貢献の増進」対策は十分に議論されていない 5）．高齢者の社会参加は WHO によ

る健康の定義における社会的側面 6）のひとつであり，高齢者が社会参加することにより，

心身の健康に効果があることが明らかになっている 7 -13）．高齢者の健康づくりにおいては，

個々のリスクに対する心身機能へのアプローチに加えて，ポピュレーションアプローチに

基づいた社会参加の促進により心身機能の低下を先送りするとともに，生きがいなど心理

的ウェルビーイングの向上をはかり，ひいては，地域のつながりを形成し，共にささえあ

う地域づくりに寄与する社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムが必要 16）と考

える．

平成 25 年調査によると高齢者がグループ活動に参加している割合は 6 割であり，年々

増加している 2）ものの，町内会・自治会，老人クラブなどの地縁組織の参加割合は著しく

低下している．高齢者の社会参加を促進するための方策のひとつとして，高齢者が活躍で

きる地域社会における役割の必要性が指摘されている 5）．「社会的役割」は高齢者における

生活機能の最も高次の機能であり 20），社会的役割を維持することは IADL 障害の発生を先

送りするというが示唆されている．一方，高齢者は，退職により生活拠点を職場から地域

社会へ移行するとともに，加齢や身体機能の低下により活動範囲が縮小する 22）．地域活動

の場へのアクセスが容易な小地域においてプログラム展開することで多くの高齢者が参加

可能となる 23）．加えて，なじみの仲間と一緒に参加することで活動の継続性が高まり 5），

主体的活動への発展が期待できる．しかしながら，これまで地域社会における高齢者の主

な役割は，環境美化に関する活動 24)であり，社会参加を促進するためには高齢者のニーズ

や地域社会の期待に基づいて役割を見直すことが急務である．

わが国における社会参加に関する先行研究 25-30)は，横断的で観察型のものがほとんどで

あり，社会参加を促進することに関わるヘルスプロモーションプログラムの介入研究は行

われていない． 一方，わが国におけるこれまでの地域高齢者を対象としたヘルスプロモー

ションプログラムに関する介入研究は，心身機能に対するプログラムが中心 31-37）である

とともに，介入プログラム 31-39)は，研究者が準備したものであり，必ずしも高齢者や地域

社会のニーズを反映したものではない．プログラム評価においては，これまでの介入研究

は参加群と非参加群を比較したものであり，ポピュレーションアプローチとして地域高齢

者全体に対する効果を明らかにした研究はほとんどみられない．加えて，これまでの介入

研究は，効果のみを評価したものであり，効果と変化のメカニズムを明らかにする 40）経

過を評価したものは見当たらない．すなわち，これまでの介入研究においては，プログラ
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ムをどのように現場に応用するのかその方法論が確立されておらず，実践に応用できるプ

ログラム開発までには至っていない．

高齢者の社会参加を促進するヘルスプロモーションプログラムの開発においては，オタ

ワ憲章 44)において，新たな健康戦略として提唱されたヘルスプロモーションの活動方法 45)

を取り入れた活動モデルを示すことが望まれている．しかし，事象を社会や文化の文脈か

ら切り離し，事例を平均化することによって一般化を志向する 46）研究者主導によるこれ

までの介入研究では，ヘルスプロモーションに基づいた活動方法を取り入れることは困難

である．一方，実践におけるヘルスプロモーションプログラムは評価がほとんど行われて

おらず，継続するのに役立つ根拠をもたらすことはできない 47）ことが多い．このような

背景から，近年ヘルスケア領域においてアクションリサーチへの関心が高まっている．ア

クションリサーチは，健康問題の発掘や共有から研究の全過程を通じて，研究者と対等な

立場で住民が研究に参加し，地域社会の文脈の中での活動をとおして知識の生成 46）をし，

地域社会の問題解決をはかる．したがって，アクションリサーチは，介入プロセスや住民

の変容プロセスを明らかにすることが可能であるとともに，プログラムの効果を評価する

ことができる．ゆえに，アクションリサーチにより，健康を改善するために有効な住民の

価値観や生活観に基づく住民主体の活動モデルを開発することが可能であると考える．

第 2 章 研究目的

１．目的

アクションリサーチに基づいた社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムによ

る地域課題の解決に向けた住民の意識や行動の変容過程を明らかにし，このような取り組

みが高齢者の社会活動，近隣関係，心身の健康に及ぼす効果を明らかにするとともに，住

民や支援者の視点による効果と課題についても明らかにすることである．

２．社会参加の操作的定義

本研究においては，社会参加を「地域社会の中における，集団で行っている諸活動への

自発的な参加」と操作的に定義した．

３．研究の枠組み

本研究は 3 つの研究から構成される．研究Ⅰは北海道 A 市において実施したアクション

リサーチに基づいた社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムによる地域課題の解

決に向けた住民の意識と行動変容の過程を明らかにする．研究Ⅱでは，北海道 A 市におい

て実施した社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムが高齢者の社会への関わりや

健康増進に及ぼす短期的及び長期的効果を検証し，研究Ⅲでは，住民や支援者の視点によ

る効果と課題を明らかにする．
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４．対象地域（図表 1）

本研究では，北海道の大都市に隣接する A 市 H 地区を介入地区とした．H 地区は人口

259 人，110 世帯，高齢化率 36.0％（2009 年 12 月末現在）の戸建て団地である．男性高

齢者の大半はかつて大都市に通勤していた．住民は近接する商店街にあるスーパーで日用

品の購入や ATM による年金の引出しを行っていたが，本研究の介入開始後にスーパーは

撤退した．住民同士の関係は希薄だが，自治会加入率は 100％であり，自治会機能は維持

されている．対照地区は介入地区と 2 ㎞ほど離れた人口 440 人，高齢化率 33.0％の M 地

区である．

５．研究全体のながれ

本研究は介入地区および対照地区において，地域活動と健康に関する調査を 2010 年に

初回調査，2011 年と 2013 年に追跡調査を実施した．初回調査終了後に介入地区において

社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムを実施し，介入 2 年目，3 年目にはフォ

ローアップ介入を行った．一方，対照地区においては 1 年後追跡調査後に社会参加促進型

ヘルスプロモーションプログラムの一部を実施した．研究期間中の主な出来事として，

2010 年 9 月に介入地区においてスーパーと医院が閉鎖，2011 年 1 月には記録的な大雪，

2011 年 3 月には東日本大震災があった．

６．研究デザイン

本研究はアクションリサーチにより実施した．アクションリサーチは，理論と実践の間

のギャップを橋渡しする研究 50）と言われる．したがって，アクションリサーチはヘルス

プログラムの開発と評価においてコミュニティを巻き込むための方法論を提供する 47）．ま

た，研究者が現場に入り，その現場の人たちも研究に参加する 51）ことにより現場の問題

解決をはかり，その知識と活動を生成することを目的とする 46)．アクションリサーチのプ

ロセスは，“look”（見る），“think”（考える），“act”（行動する）の 3 つの要素から構成

される 52）．この 3 つの要素は１つのセットになって循環するサイクル型のプロセスを踏む

53）．アクションリサーチは科学的実験，量的社会調査，そして多くの学問領域に由来する

質的調査方法を含んだ多元的なアプローチである 46）．

第 3 章 研究Ⅰ 高齢者の地域社会における役割の見直しに基づく地域課題の

解決に向けた住民の意識と行動の変容過程

１．目的

研究Ⅰでは，アクションリサーチによる高齢者の地域社会における役割の見直しに基づ

く地域課題の解決に向けた住民の意識と行動の変容過程を明らかにすることを目的とした．

２．方法

H 地区における取り組みは 2010 年 2 月から 2013 年 3 月までの 3 年 2 か月間実施した．



4

取り組み開始前に研究概要の説明を，H 地区の自治会役員や自治会総会などで行った．地

区の実態把握として，アンケート調査とフォーカス・グループ・インタビュー（以下，FGI）

を実施した 43）． 社会参加を促すための地域での役割の見直しと具体策の検討のため，全

住民を対象に住民参加型ワークショップと役割の実践に向けた検討会を実施した．近隣関

係が希薄な H 地区において高齢者を見守るために，地域のつながりづくりに取り組むこと

が決定し，活動の企画をする 5 人のコアメンバーが選出された．取り組み 2 年目は，地域

活動の発展や地域の連帯感の醸成を目的として，2011 年 10 月を地域のつながりづくりキ

ャンペーン月間とし，小学校のあいさつ運動への参加や地域のつながりづくりを考えるシ

ンポジウムを実施した．また，地域全体の意識啓発を目的として通信を作成し，自治会を

通じて各戸配布した．その他に，新聞社にワークショップなどの取材を依頼し，掲載され

た記事を回覧や地区センターに掲示して周知した．

データは参加観察，フォーカス・グループ・インタビュー，コアメンバーに対する個別

インタビュー，介入 3 年後追跡調査の結果報告会でのグループワーク，研究事業実施後の

参加者アンケートにより収集し，質的帰納的方法により分析した．

本研究は，北海道医療大学看護福祉学部看護福祉学研究科倫理委員会及び人間総合科学

大学倫理審査委員会の承認を得た．

３．結果

取り組み 1 年目には，ラジオ体操，公園清掃ボランティア，公園散歩会，絵手紙ボラン

ティア，男の料理が住民主体により創出され，2 年目には小学校のあいさつ運動への参加，

3 年目には自治会の全戸調査により災害時要援護者の把握が行われた．

住民の変化は，【義務的参加とアンビバレントな気持ち】【危機感の高まり・地域課題の

気づきと行動への躊躇】【暗中模索と地域課題の共有】【課題解決の方向性に対する合意形

成とコアメンバーの選出】【コアメンバーの連帯感・効力感の高まり】【軋轢の表面化と活

動の広がりの停滞】【地域全体の連帯感・課題解決志向の高まり】【コアメンバーの組織化

と自治会との協働】という 8 つの段階をたどった．各段階は明確に分けられるものではな

く重層的に進んでいた．

４．考察

H 地区は，「住民が共通の保健上の課題に気づき，その改善や well-being の実現に向け

て，地域に向けて行動を起こす」コミュニティ・エンパワメントが高まったと捉えられた．

一方，地域にはネガティブな反応もみられた．本研究は，住民の意見を反映する相互関係

のプロセスであったため，混迷，意見の対立，軋轢が生じやすいかったことが考えられる．

地域課題解決に向けた地域活動の創出は，先行研究 72）と比較するとかなり早くから開

始され，自治会長による創出からコアメンバーと自治会との協働による創出へと段階的に

発展したこと，創出された地域活動が多岐にわたることは，本研究における地域活動創出

の特徴として挙げられる．本研究は小地域全体へのアプローチであったため，エンパワメ

ントされた住民が小規模な地域コミュニティに点在しており，住民同士の連鎖反応が起き

やすかったこと，顔が見える関係をつくりやすく，課題や価値観の共有がしやすかったこ
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とが考えられる．

住民の変化を促進したものとして，危機感，取り組みに対する価値と効力感，強力なリ

ーダーとコアメンバーの存在，住民の変化を停滞・阻害したものとして，住民間の葛藤や

軋轢が考えられた．住民主体の活動を目指すヘルスプロモーション活動は，介入により反

作用が起きることを念頭に置くこと，生活・交流圏に基づいた小地域を対象とすること，

危機感や取り組みに対する価値と効力感を高めること，核となる住民を探し巻き込むとと

もに一般住民から活動メンバーを選出すること，すべての関与者を問題解決に組み入れる

こと，専門家は主導者ではなく，促進者，調停者，支持者の役割を担うこと，自主活動後

も後方支援することが重要であることが示唆された．

第 4 章 研究Ⅱ 高齢者の地域社会における役割の見直しに基づくヘルスプロ

モーションプログラムによる社会への関わりや健康増進に及ぼす効果

１．目的

研究Ⅱでは，高齢者の地域社会における役割の見直しに基づくヘルスプロモーションプ

ログラムによる高齢者の社会参加活動，近隣関係，心身の健康に及ぼす介入 1 年後の短期

的及び介入 3 年後の長期的な効果を明らかにすることを目的とした．

２．方法

北海道の大都市に近接するＡ市の介入地区と対照地区に居住する 2009 年 12 月末現在で

60 歳以上全員を対象とした．データ収集は，郵送留置き法による自記式質問紙調査である．

初回調査は 2010 年 2～3 月，取り組み 1 年後の追跡調査（以後，1 年後追跡調査）は 2011

年 2～3 月，取り組み 3 年後の追跡調査は 2013 年 2～3 月に実施した． 調査項目は社会と

の関わりに関する項目と心身の健康に関する項目，基本属性である．社会との関わりに関

する項目として，先行研究を参考に，地域活動とボランティア活動 50），近隣関係 51）及び

地域貢献意識 52）を設定した．社会参加により効果が期待される心身の健康指標として，

先行研究を参考 8-12）にして健康度自己評価，生活機能 53)，生きがい感 54）を設定した．

年齢，性別，手段的自立の初期値，各目的変数の初期値を共変量とした反復測定分散分

析を行い，地区×調査回数の交互作用を検討した．有意水準は 5％とした．

本研究は，北海道医療大学看護福祉学部看護福祉学研究科倫理委員会及び人間総合科学

大学倫理審査委員会の承認を得て実施した．

３．結果

取り組み 1 年後の社会活動，近隣関係，身体・精神的健康の変化を，反復測定分散分析

により，地区×調査回数の交互作用を検討した．その結果，地域貢献意識が地区×調査回

数の交互作用が有意（p<0.05）であり，介入地区が向上，対照地区は低下していた．その

他の項目の交互作用は有意ではなかった．

取り組み 3 年後の社会活動，近隣関係，身体・精神的健康の変化を反復測定分散分析に

より，地区×調査回数の交互作用を検討した．その結果，ボランティア活動は地区×調査
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回数の交互作用が有意（p<0.05）であり，介入地区が活発になっていた．近隣コミュニケ

ーションの交互作用は有意ではなかった（p=0.057）が，介入地区において活性化傾向が

示された．

４．考察

本プログラム実施 1 年後には，介入地区において地域貢献意識が向上していた．住民が

集まり生活に根ざしたテーマについて繰り返し話し合ったことが地域貢献意識を向上させ

たことが示唆される．取り組み 1 年後に地域貢献意識が高まったことによって，今後，地

域の課題解決に向けた活動の発展と地域全体に対する波及効果が期待できる．

本プログラムの取り組み 3 年後には，介入地区においてボランティア活動と近隣コミュ

ニケーションが活発になっていた．住民ニーズに基づいて地域社会における高齢者の役割

期待が数多く準備されたことによってボランティア活動が促進された 5）と言える．また，

本プログラムは中央開催ではなく地域密着型，小地域型の活動を基本としたことから，情

報の認知が高く，移動手段の問題が生じず，なじみの近隣住民と一緒に参加が可能であっ

たと考えられる．近隣コミュニケーションが活発になった理由として，住民同士が知り合

う機会が多くなり，顔見知りが増えたことや親しくなったことが考えられる．しかし，健

康度自己評価，高次の生活機能である社会的役割，生きがい感といった健康関連指標は，

交互作用も介入地区の群内比較においても有意な差が認められなかった．取り組み 3 年後

に活発になったボランティア活動 38,39,111-113）や社会関係 114-120）はいずれも生命予後，身

体的・精神的健康との関連が明らかになっていることから，引き続き介入地区を支援し，

取り組みが継続することによって，長期的には心身の健康にも効果が表れる可能性がある．

更なる支援と長期的な効果評価が必要である．

第 5 章 研究Ⅲ 住民及び支援者の視点による高齢者の地域社会における役割

の見直しに基づく社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムの効果と課

題

１．目的

研究Ⅲでは，介入地区の住民及び支援者の視点による高齢者の地域社会における役割の

見直しに基づく社会参加促進型ヘルスプロモーションプログラムの効果と課題を質的方法

により明らかにすることを目的とする．

２．方法

住民に対しては，3 年後追跡調査の結果報告会の参加者 12 名対象とし，事前に作成した

インタビューガイドに基づいて，「取り組み後の自分や地域の変化」「今後目指す地域像」

について自由に話し合ってもらった．支援者に対しては，行政と地域包括支援センターの

保健福祉専門職 4 名を対象に，研究報告会において，事前にインタビューガイドに基づい

て，「研究を振り返っての感想」「研究の効果」「現場で実施する場合の課題や不安」につい

て自由に話し合ってもらった．いずれも話し合い内容は IC レコーダーに録音し，後日逐
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語録を作成した．

分析は，安梅 68）による FGI の分析方法を参考に質的帰納的に分析した．分析は複数の

研究者で行い，概念の一致が得られるまで検討を重ねた．

倫理的配慮として，人間総合科学大学倫理審査委員会の承認を得て実施した

３．結果

取り組み終了後に住民が感じている効果として 5 カテゴリー，10 コードが抽出された．

カテゴリーは，≪住民のつながりが深まった≫≪地域ぐるみで高齢者をささえるようにな

った≫≪安全な地域づくりが促進された≫≪地域活動への参加が促進された≫≪環境美化

が促進された≫であった．一方，支援者が感じている取り組みの効果として，3 カテゴリ

ー，5 コードが抽出された．カテゴリーは，≪住民が主体的に行動した≫≪住民と支援者

の信頼関係が築けた≫≪地域の力を再認識した≫であった．

住民が感じている取り組みの課題として，3 カテゴリー，7 サブカテゴリー，13 コード

が抽出された．カテゴリーは，≪地域のつながりが不十分≫≪老若男女が参加しやすいプ

ログラムが必要≫≪地域活動を促進する基盤づくりが必要≫であった．支援者が感じてい

る取り組みの課題として，5 カテゴリー，13 コードが抽出された．カテゴリーは，≪取り

組みを広めることが必要≫≪地域にはネガティブな反応がある≫≪地域づくりの経験・ス

キルが必要≫≪関係職種・機関と協働で取り組むことが必要≫≪行政による介入の限界≫

であった．

４．考察

住民が感じている取り組み終了後の効果は，量的方法により明らかになったボランティ

ア活動や近隣コミュニケーションの活性化を裏付けるものであった．また，住民が認識し

ている効果は，地域のネットワーク，地域に対する信頼，規範の向上であり，すなわち，

ソーシャル・キャピタルが醸成されたことが示唆される．支援者が感じている効果は，中

山ら 123）の住民からみたコミュニティ・エンパワメントの望ましい状態に該当し，介入地

区ではコミュニティ・エンパワメントが高まったと言える． しかし，まだ地域全体には効

果が浸透していないことが示唆された．

また，住民の思いを基盤とした問題解決型プログラムを実践するための課題として，≪

地域にはネガティブな反応がある≫ことが抽出された．住民の価値観，意識，意欲が多様

な地域住民全体を対象とした取り組みにおいては，対立を生じやすいことが予測される．

住民のネガティブな反応は，支援者が介入を躊躇してしまう要因となる可能性が高く，支

援者は≪地域づくりの経験・スキルが必要≫だと感じている．現場のニーズに対応したマ

ニュアルや研修プログラムを構築していくことが必要である．また，支援者は≪行政によ

る介入の限界≫を感じていた．行政や地域包括支援センターにおいては，人員や勤務時間

などの制約があること，縦割り組織である行政では住民の思いに十分に対応できない可能

性がある．したがって，本研究のような住民の思いを基盤とした問題解決型プログラムを

実践するためには，地域づくりを専門とする横断的な組織の設置や NPO 法人などに委託

することも視野に入れて，住民による主体的な健康づくりやささえあいの地域づくりを専
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門的に支援する体制づくりについても併せて検討する必要がある．

第 6 章 総合考察

本研究において，アクションリサーチに基づく高齢者の社会参加促進型ヘルスプロモー

ションプログラムは，コミュニティ・エンパワメントを引き出し，住民ニーズに基づいた

地域社会における役割を創出して実践することによって，客体としての社会参加だけでは

なく，高齢者が地域課題解決の主体となる社会参加を促進することを示した．加えて，本

プログラムは地域コミュニティの相互扶助や地域のつながりの活性化などのソーシャル・

キャピタルを醸成し，共にささえあう地域づくりに寄与する可能性が示唆された．これら

の二つのことを提示できたことは，本研究の意義として大きいと考える．

本研究は，北海道 A 市の H 地区におけるアクションリサーチによる高齢者の社会参加

促進型ヘルスプロモーションプログラムの実践である．アクションリサーチは，研究者と

当事者の協同的実践であり 130），そのローカリティ（[筆者注]局所性や地域性）の特色を色

濃く反映する 130）．しかし，アクションリサーチは，様々な手法から得られたデータのト

ライアンギュレーションにより現象を多角的にとらえて可視化することにより，知見の他

地域や集団への転用可能性を高める．本研究においても，1 事例を住民，支援者，研究者

など様々な視点と様々な方法から得られたデータのトライアンギュレーションにより分析

し，住民の意識や行動の変化に影響したものを明らかにした．したがって，介入地区と特

性が類似した地域において本研究による知見が転用可能であると考えることも可能である．

現代社会は「コミュニティの時代」132）と言われる．金子は，さまざまな社会課題を解

決するためには，「コミュニティ」による問題解決（コミュニティ・ソリューション）の必

要性を指摘している 133）．本プログラムは，防犯，防災，地域振興，地域医療，教育など

コミュニティ・ソリューションによる社会課題の解決の方法のひとつとして発展させるこ

とも可能であると考える．また，前沢が提唱している地域協働型プライマリケア 132）の理

念に基づいた地域包括ケアシステムの構築への発展も可能であり，ともにささえあう地域

づくりに寄与することが期待できる．

本研究において，地域活動の中心となった地域住民は，健康で活動的な中高齢者であり，

創出された地域活動も元気高齢者を対象としたものが多かった．今後は，虚弱な高齢者や

子育て世代などの様々な立場の住民の視点を取り入れた地域活動とすることにより，地域

全体に活動を波及させることが必要である．また，本研究によって得られた結果を反映さ

せながら特性の異なる地域コミュニティにおける様々な実践を積み重ね，実践知 42）の転

用可能性を高めていくことが課題である．
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